
 

酸化エチレン処理技術分野及び VOC 処理技術分野（ジクロロメタン等有機性塩素系脱脂剤

処理技術）の実証試験の今後の進め方について 

 
１．手数料徴収体制への移行について 

 平成 17 年度「環境技術実証モデル事業実施要領」（参考資料２）において、酸化エチレ

ン処理技術分野は、実証申請者から手数料を徴収する体制に移行する（以下、「手数料徴

収体制」）とされました。これによって、「実証運営機関」が実施体制の中に新しく追加さ

れ、手数料項目の設定及び実証申請者からの徴収を行なうこととなりました。手数料徴収

体制における実施体制図及び事業の流れは次の通りとなっています。 
 なお、VOC 処理技術分野（ジクロロメタン等有機性塩素系脱脂剤処理技術）については、

平成 18 年度より手数料徴収体制へ移行する予定です。 
 

手数料徴収体制における実施体制 

（注）環境省の承認を得た上で、実施体制の一部を変更して事業を実施することもありうる。

（独）国立環境研究所
・実証試験方法の技術開
発

環境技術実証モデル事業
検討会
・モデル事業実施に関する事項の
検討・助言

分野別ワーキンググループ
（ＷＧ）
・分野毎の技術実証に関する事項
の検討・助言

データベース運営機関
（（財）環境情報普及センター）
・実証試験結果報告書等成果
のデータベース作成
・公募情報等その他関連情報
のデータベース作成
・データベースの運営・管理・
公表

技術実証委員会
・実証事業の実施に関する事項の
検討・助言

実証機関
（地方公共団体、公益法人、ＮＰＯ法人
複数設置可能）
・実証手数料の詳細額の策定
・対象技術の公募・審査
・実証試験計画の策定
・実証試験の実施
・実証試験結果報告書の作成

実証運営機関
（公益法人・ＮＰＯ法人、当面分野毎に
１機関）
・実証試験要領の作成
・実証機関の選定
・実証機関への実証試験の委託
・実証手数料の項目の設定
・対象技術の承認
・実証手数料の徴収
・実証試験方法の技術開発

実証申請者
（開発者、販売店等）
・実証機関への申請
（実証試験要領にもとづく実証申
請書記入と必要書類添付）
・実証手数料の納付
・ロゴマークの使用

環境省
・モデル事業全体のマネジ
メント
・実証対象技術分野の選定
・実証運営機関の選定
・実証試験方法の技術開発
・実証試験結果報告書等の
承認
・ロゴマークの交付
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手数料徴収体制における事業の流れ 

事業の流れ事業の流れ 実施主体実施主体

「実証運営機関」の公募・選定

『実証試験要領』の策定／承認

「データベース」
への登録・公表

必要に応じ『実証試験計画』の策定

「対象技術」の公募・審査／承認

手数料の納付／「実証試験」の実施

「実証機関」の公募・選定／承認

『実証試験結果報告書』の作成／承認

「ロゴマーク」の
交付／使用

環境省・環境技術実証モデル事業
検討会

実証運営機関・分野別ＷＧ／環境省

環境省・データベース運営機関

実証機関・技術実証委員会

実証機関・技術実証委員会／実証運
営機関

実証申請者／実証機関

実証運営機関・分野別ＷＧ／環境省

実証機関・技術実証委員会／環境省

環境省／実証申請者

 
 
 
２．手数料項目に関する分科会の設置について 

 
 平成 17 年度環境技術実証モデル事業検討会における検討結果を踏まえ、VOC 処理技術

に関する手数料項目や手数料徴収体制の詳細についての検討を進めるため、平成 17 年度は

手数料項目に関する分科会を別途設けた上で、手数料に関する具体的な検討を行う予定で

す。 
 
 ＜手数料項目に関する分科会における検討事項＞ 

① 実証申請者が負担する実証試験実費の項目について 
（処理原理に応じた金額の変動、技術実証の申請件数の多寡による手数料の変動の

回避方法（試験装置等高額な固定費の費用分担の考え方）等を含む） 
② 手数料徴収体制の詳細について 

（実証技術の公募及び実証試験実施の過程における手数料金額の提示、徴収等の

具体的方法を含む） 
 



３．平成１７年度における酸化エチレン処理技術分野の実証試験について 

 
 酸化エチレン処理技術分野では、手数料徴収体制への移行に際し、高額な試験装置によ

る固定費の費用負担の考え方等、技術分野固有の課題が残されていることから、「平成 17
年度環境技術実証モデル事業実施要領」の規定により、平成 17 年度は手数料徴収体制の検

討に専念することとし、実証機関の公募・選定、技術の公募は行なわない予定です。上述

の手数料項目に関する分科会における検討を踏まえ、年度内に「酸化エチレン処理技術実

証試験要領第３版」を策定し、平成 18 年度以降の手数料徴収体制の下での事業の実施に向

けた準備を行ないます。 
 
（平成17年度「環境技術実証モデル事業実施要領」序 総則 より抜粋） 

４．実施方法に関する特例措置 

環境省は、国負担体制から手数料徴収体制への移行に際し、なお解決すべき課題がある等

の場合には、当該技術分野の事業実施において、第２部の規定によらず、手数料徴収体制の

確立を優先することができる。ただしその場合にも、第１部の体制を継続するのではなく、

モデル事業検討会や分野別ＷＧの助言を踏まえつつ最低限の確認試験を行う等、可及的速や

かな手数料徴収体制を確立に努めることとする。＜この規定は、原則平成１７年度限りの特

例措置とする。＞ 

 
 

以上 
 


